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(5) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項なし。 

 

(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

1)  当社の連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に基づいて作成

しております。 

また、「たな卸資産」は従来通り低価法により評価し、原価は主として平均法により計算し

ております。 

2)   2019年3月31日現在の連結子会社は、国内13社、海外126社の計139社、持分法適用関連

会社は、国内3社、海外4社の計7社です。 

 

3)   2014年５月に、米国財務会計基準審議会（“ＦＡＳＢ”）は会計基準アップデート（“ＡＳＵ”）

2014-09「顧客との契約から生じる収益」を発行し、その後、一部を修正しております。本Ａ

ＳＵは、顧客に財またはサービスを移転した時点で、財またはサービスと交換に企業が受け取

れると期待する対価を反映した金額により、収益を認識することを要求しています。当社グル

ープは本ＡＳＵを、すべての契約を対象として期首の利益剰余金を直接累積的に調整する、修

正遡及適用アプローチにより、当第１四半期より適用しております。 

なお、本ＡＳＵの適用による期首のその他の利益剰余金への累積影響額、当社グループの経

営成績及び財政状態への重要な影響はありません。 

 

4)   2016年1月に、ＦＡＳＢはＡＳＵ 2016-01「金融資産及び金融負債の認識と測定」を発行し

ました。本ＡＳＵは、連結子会社及び持分法適用会社への投資を除く持分投資は原則として公

正価値で測定し、その変動を当期純利益に認識することを要求しています。当社グループは本

ＡＳＵを、期首の利益剰余金を直接累積的に調整する、修正遡及適用アプローチにより、当第

１四半期より適用しております。 

なお、本ＡＳＵの適用により、売却可能有価証券に分類されていた持分投資について、その

他の包括利益累計額として認識していた税効果調整後の未実現利益3,083百万円を期首のその

他の利益剰余金への累積影響額として調整しております。 

 

5)   2016年10月に、ＦＡＳＢはＡＳＵ 2016-16「たな卸資産以外の連結会社間の資産譲渡」を

発行しました。本ＡＳＵは、たな卸資産以外の連結会社間の資産譲渡について法人税等の影響

額を当該資産が最終的に第三者に売却されるまで繰り延べる例外規定を削除し、当該譲渡が発

生した時点でそれらの税金の影響を認識することを要求しています。当社グループは本ＡＳＵ

を、期首の利益剰余金を直接累積的に調整する、修正遡及適用アプローチにより、当第１四半

期より適用しております。 

なお、本ＡＳＵの適用による累積影響額として、期首のその他の利益剰余金が6,374百万円

減少しております。 

 

6)   2017年３月に、ＦＡＳＢはＡＳＵ 2017-07「期間年金費用及び期間退職後給付費用の表示の

改善」を発行しました。本ＡＳＵは、期間年金費用及び期間退職後給付費用につき、勤務費用

とそれ以外の要素に区分し、勤務費用については従業員の報酬費用と同じ項目に表示すること

を要求しております。それ以外の要素については、勤務費用から区分して営業外損益に表示す

ることが要求されております。また、期間年金費用及び期間退職後給付費用のうち、勤務費用

のみが棚卸資産等への資産計上が認められます。勤務費用とそれ以外の要素に区分表示する規

定は遡及適用され、資産計上が認められる費用を勤務費用に限定する規定は将来に向かって適
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用されます。当社グループは、当第１四半期より本ＡＳＵを適用しております。 

なお、勤務費用とそれ以外の要素に区分表示する規定の適用により、前期において売上原

価から1,991百万円、販売費及び一般管理費から2,068百万円、販売費及び一般管理費の内数

として研究開発費から816百万円を、営業外損益に組替を実施しております。資産計上が認め

られる費用を勤務費用に限定する規定の適用が、当社グループの経営成績及び財政状態に与え

る重要な影響はありません。 

 

7)   下記項目につきましては、当決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため

省略しております。 

連結財務諸表に関する注記事項 

・ リース取引 

・ 関連当事者との取引 

・ 税効果会計 

・ 金融商品 

・ 退職給付 

・ ストック・オプション等 

・ 企業結合等 

・ 賃貸不動産 

・ 資産除去債務 

・ ヘッジ会計 

・ 有価証券の時価等 

 

(7) セグメント情報 

当社の事業のセグメントは、「受動部品」、「センサ応用製品」、「磁気応用製品」及び「エナジー応用製品」

の4つの報告セグメントとそれらに属さない「その他」に分類されます。 

なお、当社は、2018 年 4月 1日付で新たにエナジーソリューションズビジネスカンパニーを設置し、ま

た、一部の事業について管理区分の変更を行ったことに伴い、当第１四半期より「エナジー応用製品」セグ

メントを新設しております。「フィルム応用製品」に属しておりましたエナジーデバイス（二次電池）、「磁

気応用製品」に属しておりました電源、「その他」に属しておりました一部製品は、当期より新たな報告セ

グメント「エナジー応用製品」として表示しております。 

また、当第1四半期における組織変更により、従来「受動部品」に属していた一部製品を「その他」に、

「その他」に属していた一部製品を「受動部品」に、並びに「センサ応用製品」に属していた一部製品を「そ

の他」にそれぞれ区分変更しております。 

上記に伴い、前期の数値についても変更後の区分に組替えております。 

 

＜新規＞製品区分 

区分 構成する主な事業 

受動部品 セラミックコンデンサ、アルミ電解コンデンサ、フィルムコンデンサ、 

インダクティブデバイス(コイル、フェライトコア、トランス)、高周波部品、 

圧電材料部品・回路保護部品 

センサ応用製品 温度・圧力センサ、磁気センサ、ＭＥＭＳセンサ 

磁気応用製品 ＨＤＤ用ヘッド、ＨＤＤ用サスペンション、マグネット 

エナジー応用製品 エナジーデバイス(二次電池)、電源 

その他 メカトロニクス(製造設備) 等 
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＜従来＞製品区分 

区分 構成する主な事業 

受動部品 セラミックコンデンサ、アルミ電解コンデンサ、フィルムコンデンサ、 

インダクティブデバイス(コイル、フェライトコア、トランス)、高周波部品、 

圧電材料部品・回路保護部品 

センサ応用製品 温度・圧力センサ、磁気センサ、ＭＥＭＳセンサ 

磁気応用製品 ＨＤＤ用ヘッド、ＨＤＤ用サスペンション、電源、マグネット 

フィルム応用製品 エナジーデバイス(二次電池) 

その他 メカトロニクス(製造設備) 等 

 

 

 

  

 
 

  

 事業セグメント売上高 （単位：百万円，％）

計

計

計

計

計

 事業セグメント利益(△損失) （単位：百万円，％）

（注） 米国財務会計基準審議会会計基準アップデート2017-07「期間年金費用及び期間退職後給付費用の表示の改善」の適用に伴
い、前期の実績について組替を実施した結果、営業利益を4,059百万円増加させて表示しております。詳細については14ページ
及び15ページをご覧ください。
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88,660 90,059

400.0

442,824 537,512 94,688 21.4

セ グ メ ン ト 間 取 引 2            10          8               

△ 3,071 △ 1.1

エナジー応用製品

外部顧客に対する売上高 442,822 34.8 537,502 38.9 94,680 21.4

△ 4,741 △ 1.7

セ グ メ ン ト 間 取 引 168 1,838 1,670 994.0磁気応用製品

外部顧客に対する売上高 277,548 21.8 272,807 19.7

277,716 274,645

△ 10.0

421,774 437,023 15,249 3.6

セ グ メ ン ト 間 取 引 4,017 3,617 △ 400

金　　額 増減率

受　動　部　品

外部顧客に対する売上高 417,757 32.9 433,406 31.4 15,649 3.7

前　期 当　期
増　減

（2017.4.1～2018.3.31） （2018.4.1～2019.3.31）

金　　額 構成比 金　　額 構成比


	A
	東証フォーマット
	naka

